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○法人単位 （単位：百万円）

予算額
(A)

決算額
(B)

差  額
(B)-(A)

備　考

収　入
　前年度繰越金 0 1,563 1,563 （注１）
　運営費交付金 10,395 10,395 0
　政府出資金 0 0 0
　受託収入 10,591 9,862 △ 729 （注２）
　補助金等収入 515 256 △ 260 （注３）
　事業収入（民事法律扶助償還金収入を含む。） 9,345 9,041 △ 305 （注４）
　事業外収入 49 99 50

30,896 31,215 319
支　出
　一般管理費(国選弁護人確保業務に係る経費を除く。） 7,037 6,045 △ 992
　　うち人件費 5,193 3,207 △ 1,986 （注５）
　　　　物件費 1,845 2,838 994 （注６）
　事業経費 13,267 13,734 467
　　うち民事法律扶助事業経費 12,870 13,092 222
　　　　その他事業経費 397 642 245
　受託経費 9,083 8,300 △ 783 （注２）
　　うち国選弁護人確保事業経費 6,388 6,217 △ 171
　　　　国選弁護人確保業務に係る一般管理費 2,695 2,083 △ 612
　　　　　　うち人件費 2,184 1,509 △ 675 （注５）
　　　　　　　　物件費 511 575 64
　受託経費 1,508 1,561 53
　　うち日本弁護士連合会等委託支援事業経費 1,417 1,470 53
　　　　日本弁護士連合会等委託支援業務に係る一般管理費 91 91 0
　　　　　　うち人件費 73 73 0
　　　　　　　　物件費 18 18 0

30,896 29,641 △ 1,254

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

計

計

（注１）
　前年度繰越金の内訳は、運営費交付金の繰越分１,２１２百万円及び政府出資金３５１百万円である。
（注２）
　受託収入及び受託経費の予算額と決算額の差は、常勤弁護士の採用数が少なかったことにより、国選弁護人確保業務に係る一般
管理費の支出実績が少なかったことなどによる。
（注３）
　補助金等収入の予算額と決算額の差は、寄附金収入の実績額が少なかったことによる。
（注４）
　事業収入の予算額と決算額の差は、民事法律扶助償還金収入の実績額が少なかったことなどによる。
（注５）
　人件費の予算額と決算額の差は、常勤弁護士の採用数が少なかったことなどによる。
（注６）
　物件費の予算額と決算額の差は、事務所新設等のための設備費用の支出が多かったことによる。
（注７）
　国選弁護人確保業務勘定と一般勘定との間の経費配分が、損益計算書上の経費配分と異なるのは、国選弁護人確保業務に関する
国からの予算措置（委託費）の考え方（財務諸表の区分経理の考え方とは異なる。）を基礎として計上された予算額に対応する金額を
決算額として計上していることによる。
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○一般勘定 （単位：百万円）

予算額
(A)

決算額
(B)

差  額
(B)-(A)

備　考

収　入

　前年度繰越金 0 1,563 1,563 （注１）

　運営費交付金 10,395 10,395 0

　政府出資金 0 0 0

　補助金等収入 515 256 △ 260 （注２）

　事業収入（民事法律扶助償還金収入を含む。） 9,345 9,041 △ 305 （注３）

　事業外収入 49 99 50

　受託収入 1,508 1,561 53

21,813 22,914 1,102

支　出

　一般管理費(国選弁護人確保業務に係る経費を除く。） 7,037 6,045 △ 992

　　　うち人件費 5,193 3,207 △ 1,986 （注４）

　　　　　物件費 1,845 2,838 994 （注５）

　事業経費 13,267 13,734 467

　　　うち民事法律扶助事業経費 12,870 13,092 222

　　　　　その他事業経費 397 642 245

　受託経費 1,508 1,561 53

　　うち日本弁護士連合会等委託支援事業経費 1,417 1,470 53

　　　　日本弁護士連合会等委託支援業務に係る一般管理費 91 91 0

　　　　　　うち人件費 73 73 0

　　　　　　　　物件費 18 18 0

21,813 21,341 △ 472

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

計

計

（注１）
　前年度繰越金の内訳は、運営費交付金の繰越分１,２１２百万円及び政府出資金３５１百万円である。
（注２）
　補助金等収入の予算額と決算額の差は、寄附金収入の実績額が少なかったことによる。
（注３）
　事業収入の予算額と決算額の差は、民事法律扶助償還金収入の実績額が少なかったことなどによる。
（注４）
　人件費の予算額と決算額の差は、常勤弁護士の採用数が少なかったことなどによる。
（注５）
　物件費の予算額と決算額の差は、事務所新設等のための設備費用の支出が多かったことによる。
（注６）
　国選弁護人確保業務勘定と一般勘定との間の経費配分が、損益計算書上の経費配分と異なるのは、国選弁護人
確保業務に関する国からの予算措置（委託費）の考え方（財務諸表の区分経理の考え方とは異なる。）を基礎として計
上された予算額に対応する金額を決算額として計上していることによる。
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○国選弁護人確保業務勘定 （単位：百万円）

予算額
(A)

決算額
(B)

差  額
(B)-(A)

備　考

収　入

　受託収入 9,083 8,300 △ 783 （注１）

9,083 8,300 △ 783

支　出

　受託経費 9,083 8,300 △ 783 （注１）

　　うち国選弁護人確保事業経費 6,388 6,217 △ 171

　　　　国選弁護人確保業務に係る一般管理費 2,695 2,083 △ 612

　　　　　　うち人件費 2,184 1,509 △ 675

　　　　　　　　物件費 511 575 64

9,083 8,300 △ 783

※各欄積算と合計額の数字は、四捨五入の関係で一致しないことがある。

計

計

（注１）
　受託収入及び受託経費の予算額と決算額の差は、常勤弁護士の採用数が少なかったことにより、国選弁護人確保
業務に係る一般管理費の支出実績が少なかったことなどによる。
（注２）
　国選弁護人確保業務勘定と一般勘定との間の経費配分が、損益計算書上の経費配分と異なるのは、国選弁護人
確保業務に関する国からの予算措置（委託費）の考え方（財務諸表の区分経理の考え方とは異なる。）を基礎として
計上された予算額に対応する金額を決算額として計上していることによる。
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